
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

新型コロナウィルスに関連する緊急の助成金 

 

 

社会保険労務士法人国際労務パートナーズ 

事務所だより 
2020年 3月号 

 

この号の内容  

１ 新型コロナウィルスに関連す

る緊急の助成金 

２ 労働者派遣法が改正されま

す 

３ 健康保険料・介護保険料が

変更になりました 

４ 当事務所から 

 

 

桜が咲き始めましたが、今年は例年より静かなお花見になりそうですね。 

「事務所だより 2020 年 3 月号」をお届けします。日常の業務にお役立ていただけれ

ば幸いです。掲載内容に関してご不明な点があれば、どうぞお気軽に当事務所までお

問合わせください。 

新型コロナウィルスの影響で、私生活と企業のビジネスの両方に大きな影響が

出ています。そこで国はそれらの状況を考慮した助成金を発表していますの

で、今回は緊急に発表された新型コロナウィルスに関連する助成金についてご

案内します。ぜひ参考になさってください。 

  ■小学校休業等対応助成金 

  （対象）コロナナウィルス感染症に関する対応として臨時休業等をした小

学校等に通う子供、または新型コロナウィルスに感染した又は感染した恐

れのある小学校等に通う子供をもつ従業員（雇用保険被保険者でない従業

員も含む）に対し、労働基準法上の年次有給休暇とは別途、有給（賃金全

額支給）の休暇を取得させた事業主が対象。 

  （助成金額）令和 2年 2月 27日から 3月 31日において、有給休暇を取得し

た対象労働者に支払った賃金相当額の 100％が助成対象。但し 1日１人当た

り 8,330円が上限。（申請期間は 3/18～6/30） 

   

  ■雇用調整助成金（特例追加） 

  （対象）経済上の理由により事業活動の縮小を余儀なくされた状況で、従

業員に対して一時的に休業、教育訓練又は出向を行い、従業員の雇用の維

持を図った事業主が対象。 

  （助成金額）休業の場合の休業手当又は教育訓練を実施した場合の賃金相

当額、出向を行った場合の出向元事業主の負担額の 2/3（中小企業）を助

成。（大企業は 1/2）ただし、金額には上限があります。 

 

 【詳しい内容はこちらをクリック】 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufuki

n/pageL07_00002.html （小学校休業等対応助成金） 

https://www.mhlw.go.jp/content/000609091.pdf （雇用調整助成金） 

 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/pageL07_00002.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/pageL07_00002.html
https://www.mhlw.go.jp/content/000609091.pdf


 
  
 
 
 
 
    
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

健康保険については毎年 3月に保険料率の見直しが行われており、本年度

も協会けんぽにおいては 3月分（4月納付分）から改定されることになり

ました。また、介護保険料率については全国一律で現行の 1.73%から 1.79%

に変更になります。（健康保険組合についてはそれぞれ状況が異なります

ので、詳細については各健康保険組合にお問い合わせください） 

 

 ■ 主な保険料率 

     東京都  ９．８７％   大阪府 １０．２２％ 

    神奈川県 ９．９３％   愛知県  ９．８８％ 

    千葉県  ９．７５％ 

 

【都道府県ごとの協会けんぽ保険料率はこちらをクリック】 

https://www.kyoukaikenpo.or.jp/g3/cat330/sb3130/r2/20207/ 

 

  

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

健康保険料・介護保険料が変更になりました 
 

 

 

 
                 当事務所から 

 

2020 年 4 月に働き方改革の一環として労働者派遣法が改正されます。（中

小企業は 2021 年 4 月より改正）派遣先の正社員と派遣社員の待遇格差を改

善することが目的なのですが、派遣元会社だけでなく、派遣社員を受け入

れる派遣先会社にも変更点があります。まず、派遣元会社は派遣労働者の

待遇について次のいずれかを確保することが義務化されます。 

① 【派遣先均等・均衡方式】派遣先の通常の労働者との均等・均衡待遇 

② 【労使協定方式】一定の要件を満たす労使協定による待遇 

派遣先会社は派遣労働者の比較対象となる自社の従業員の賃金及び待遇に

ついて、派遣会社に情報開示することが義務付けられます。 

【詳しい内容はこちらをクリック】 

https://www.mhlw.go.jp/content/000594487.pdf 

労働者派遣法が改定されます 
ふえています 

 

事務所だより 3 月号はいかがでしょうか。 

現在、新型コロナウィルスを考慮した助成金や補助金情報が国から発表さ

れています。https://www.meti.go.jp/covid-

19/pdf/pamphlet.pdf?fbclid=IwAR1JDOmIObgK16-R-D5eOF3j_ahDF7s3O-

OFbgya4WN7aeqAX9zWXOR0u8s 必要に応じて専門家もご紹介できます。 

      
特定社会保険労務士・ファイナンシャルプランナー 

          藤井真由美 
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